
 

 

 

 

 

2 大地震発生後のライフライン等の被害想定および復旧見通し 
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２．大地震発生後のライフライン等の被害想定および復旧見通し 

 

2.1 ライフライン等の被害状況の検討 

（１）対象地震動の想定 

東京都防災会議では、「東京都における直下地震の被害想定に関する調査報告書」

（平成 9 年 8 月、東京都防災会議）において、被害想定を検討している。 
また、内閣府の中央防災会議では、「首都直下地震対策専門調査会報告（案）」（平

成 17 年 7 月、中央防災会議首都直下型地震対策専門調査会）において被害想定を

検討している。 
中央区においては、東京都防災会議の防災計画に則り、防災対策を進めてきてい

るところであるが、中央防災会議の報告書（案）が本年 7 月 22 日に出されたこと

から、これら２つの調査を踏まえる必要があると考える。 
以下に、各調査における主な対象地震動の想定結果を整理する。 

 
１） 東京都防災会議の想定地震 

東京と防砂会議では、直下型地震として、区部、多摩、埼玉県境、神奈川県境の

４タイプの直下型地震を想定している。このうち、中央区において最も大きい被害

が想定されるものとして区部直下型があり、地震の規模は M7.2、想定震度は中央

区内で震度 5 強（6.5％）～6 弱（93.5％）となっている。 
 

5強 6弱 6強

中 央 区 6.5 93.5 0.0 

江 東 区 0.0 37.5 62.5 

江 戸 川 区 24.3 25.7 50.0 

区 部 26.6 59.1 14.3 

震度面積率（％）

区部直下

 
２） 中央防災会議の想定地震 

内閣府の中央防災会議では、東京湾北部地震ほか 18 のケースで地震を想定し、

東京湾北部地震を中心に対策を検討している。東京湾北部地震のケースは、地震規

模は M7.3 と東京都防災会議と変わらないが、中央区については震度 6 弱～6 強が

想定されているようである。 
 

表 2－1 震度面積率 
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図 2－1  東京都防災会議の震源設定図 

出典）「東京都における直下地震の被害想定に関する調査報告書」

（平成 9 年 8 月、東京都防災会議）

図 2－2  東京都防災会議の震度分布図（区部直下型） 

出典）「東京都における直下地震の被害想定に関する調査報告書」

（平成 9 年 8 月、東京都防災会議）
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出典）「首都直下地震対策専門調査会報告(案)」

 (平成 17 年 7 月 中央防災会議)

図 2－3  中央防災会議の震源設定図 

図 2－4  中央防災会議の震度分布図（東京湾北部地震） 

出典）「首都直下地震対策専門調査会報告(案)」

 (平成 17 年 7 月 中央防災会議)
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（２）ライフライン等の被害状況の想定 

１） 東京都防災会議のライフラインの被害状況の想定 
東京都防災会議のライフラインの被害状況の想定結果は、表２－３にまとめられ

る。 
下表（表２－２）は中央区と震度 6 強の発生する江東区、江戸川区および 23 区

全体のライフラインの支障率を整理したものである。震災直後で上水 45.3％、下水

4.6％、電力 15.9％、ガス 100％、電話 7.4％の支障が生じる。 
支障の状態については、ライフラインごとに状況が異なり、電話のように基本的

には 2 次災害の生じるおそれがなく、ネットワークの復旧がそのまま応急復旧とな

るものがある一方、ガスのように、被害が生じた地域を二次災害防止のために地域

単位で供給を停止するものがある。また、上水については、発災後 4 日目では 7.1％
の障害率にまで回復する。（図２－５参照） 

なお、火災を考慮した場合でも、電力については変わらず、電話の支障率はわず

かに上がるものの、江東区、江戸川区と比べると、火災の影響は極めて限られると

いえる。 

 
表 2－2  東京都防災会議のライフライン支障率 

   支障率 (単位：％) 火災を考慮 
 発災 1 日後 発災 4 日後

中央区 45.3  7.1 
江東区 62.1 16.3 

江戸川区 59.5  9.3 
上水 断水率 

区部 31.2  7.2 

－ 

中央区   4.6 
江東区   3.6 

江戸川区   6.1 
下水 流下機能

支障率 

区部   2.5 

－ 

中央区  15.9 15.9 
江東区   8.4 14.5 

江戸川区  15.3 34.5 
電力 停電率 

区部   9.1 20.3 

中央区 100.0 
江東区 100.0 

江戸川区  68.6 
ガス ガス供給

停止 

区部  32.3 

－ 

中央区   6.5  7.4 

江東区   12.1 32.6 
江戸川区   12.4 43.0 

電話 不通率 

区部   6.5 30.2 

 

出典）「東京都における直下地震の被害想定に関する調査報告書」 

（平成 9 年 8 月、東京都防災会議） 
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図 2－5 ライフライン被害対象施設と被害率 

出典）「東京都における直下地震の被害想定に関する調査報告書」

（平成 9 年 8 月、東京都防災会議）
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表2－ 3　東京都防災会議のライフライン被害想定の考え方と想定結果
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２）中央防災会議のライフラインの被害状況の想定 

中央防災会議のライフラインの被害については、次の復旧状況を勘案して、発災

1,2,4 日後それぞれに支障率を求めており、表２－４ にまとめられる。 
・ 上水道は、被害発生当日は被害状況の調査や復旧要員動員にあてられ、その後4

日目までに配水系統切り替えにより大きく復旧、その後復旧目標日まで一定の割

合で復旧していく。 

・下水道は、被害発生当日は被害実態の調査や復旧要員動員にあてられるものとし、

復旧作業は被害発生1日後から開始し復旧目標日まで等比級数的に復旧を進める。 

・電力は、変電所被害による停電は被害発生当日に回復し、1日後から末端設備の復

旧作業を開始し、一定の割合で復旧していく。 

・通信は、被害発生直後は被害実態の調査や通信途絶防止措置（特設公衆電話設置

等）に概ねあてられ、徐々に復旧作業を開始、その後急激に回復するが、ある程

度まで達すると被害が大きい地域の復旧が最後に残り、復旧速度が落ちる。 

・ガスは、発災1日目から被害率の低いブロックから順次復旧作業を開始する。 

これによると、電力、ガス、電話は東京都防災会議の支障率よりも少なく、想定

地震が異なるものの、対策の進捗が考慮されていることが推察される。なお、上水

については、支障率の捉え方が異なるため単純に比較はできない。 

 
表 2－4  中央防災会議のライフライン支障率（東京都全体） 

  支障率 (単位：％) 
 

 発災 1 日後 発災２日後 発災 4 日後
備考 

上水 断水人口 33.3（27） 24.4 6.7 
都は水道メータ
上流側の断水 

下水 機能支障
人口 

1.1 1.0 0.8 
都も同じ支障人
口 

12.9（17） 10.5 2.7 火災を考慮 
電力 停電軒数 

7.6 4.1 1.6  

ガス ガス供給
停止軒数 

19.0（25） 18.8 18.3  

9.3（27） 8.8 7.8 火災を考慮 
電話 不通回線

数 2.2 2.1 1.8  

注）カッコ内は東京都防災会議の支障率 
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2.2 ライフライン等の復旧見通しの検討 

（１）応急復旧の考え方 

各ライフライン供給事業者の応急復旧の時系列的な考え方は、2.2 節で示したと

おりである。 

東京都防災会議、中央防災会議それぞれの機能復旧の時系列的な想定は、図２－

６、７のとおりであり、それに応じた応急復旧日数は表２－５ のとおりである。 

同表では、東京都防災会議の想定が東京都内全域で 100％復旧であるのに対し、

中央防災会議については首都圏全体で 95％復旧（ガスについては、80％復旧）とい

うように、対象範囲、復旧割合の違いがあることに留意する必要がある。また、東

京都防災会議が平成 9 年に対し、中央防災会議が平成 17 年であるように、対策が

推進されてきている状況も勘案する必要がある。 

これらを踏まえた上でみても、双方の想定は、下水では大きく異なるものの、お

おむね同程度であると考えられる。 

 

表 2－5 応急復旧日数 

 東京都における直下地震の被害

想定に関する調査報告書(*1) 

(東京都、平成 9 年 8 月)

首都直下地震に係る被害想

定手法について(*2) 

(内閣府、平成 17 年 2 月) 

上水 31 日 30 日  

下水 16 日 30 日  

電力  7 日  6 日  

ガス 57 日 55 日 (*3) 

電話 14 日 14 日  

(注) 

*1 応急復旧作業が完了した被害箇所数が発災直後の被害箇所数に占める割合＝100％になる日数 

*2 復旧目標日数（首都地域における政策目標）、地震直後の機能支障実態数の 95％が回復するま

での日数 

*3 阪神・淡路大震災におけるガス管被害率と応急復旧作業効率の関係を用いて、復旧日数の算定

を行った(阪神・淡路大震災の実態：85 日)。また、阪神・淡路大震災の実態より応急復旧日完

了を機能支障実態数の 80％が回復するまでとした。 
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注)この復旧曲線は、応急復旧作業が完了した物的被害の箇所数が発災直後の物的被害の箇所数（延焼区域を除く）に占める割合の推移を
　 グラフ化したものであり、断水率の推移を表したものではない。
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注)この復旧曲線は、応急復旧作業が完了した物的被害の箇所数が発災直後の物的被害の箇所数（延焼区域を除く）に占める割合の推移を

　 グラフ化したものであり、流下機能支障率の推移を表したものではない。
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注)この復旧曲線は、応急復旧作業が完了した被害箇所数が発災直後の被害箇所数に占める割合の推移を表したものであり、
　 東京都全体の停電率の推移を表したものではない。

出典）「東京都における直下地震の被害想定に関する調査報告書」

（平成 9 年 8 月、東京都防災会議）

図 2－6 東京都防災会議のライフライン復旧曲線（1/2） 
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注)この復旧曲線は、供給停止ブロック内の復旧過程を表したものであり、東京都全体の復旧過程を表したものではない。
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注)この復旧曲線は、発災直後の物的被害の箇所数（延焼区域を除く）に対する応急復旧作業が完了した物的被害の箇所数の割合の推移を
　 グラフ化したものであり、不通率やサービス復旧率の推移を表したものではない。

出典）「東京都における直下地震の被害想定に関する調査報告書」

（平成 9 年 8 月、東京都防災会議）

図 2－6 東京都防災会議のライフライン復旧曲線（2/2） 
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図 2－7 中央防災会議のライフライン復旧曲線 

出典）「首都直下地震対策専門調査会報告(案)」

 (平成 17 年 7 月 中央防災会議)
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（２）本検討におけるライフライン等の復旧状況の想定 

１） ライフライン供給事業者側の被害状況の想定 
ライフライン供給事業者に対し、主に想定被害の考え方、復旧の体制・考え方、

高層住宅に関する被害・復旧の特性などについてヒアリングし、被災想定の考え方

を整理した。 
東京都防災会議の想定の各ライフラインの被災想定と応急復旧の考え方を踏ま

えると、中央区では、震度 6 弱が 93.5％の範囲を占め､震災直後で上水 45.3％、下

水 4.6％、電力 15.9％、ガス 100％、電話 7.4％の支障が生じる。また、応急復旧は

上水 31 日、下水 16 日、電力 7 日、ガス 57 日、電話 14 日などとなっている。 
なお、支障の状態については、ライフラインごとに状況が異なり、電話のように

基本的には 2 次災害の生じるおそれがなく、ネットワークの復旧がそのまま応急復

旧となるものがある一方、ガスのようにほとんど施設は健全であっても安全確認に

時間を要するために供給を停止するものがある。 
ライフライン供給事業者へのヒアリング結果から、東京都防災会議の被災想定を

ベースに、上記被災時の高層住宅の応急復旧状況を整理すると、表２－６ の状況

が想定される。 
中央防災会議の想定地震に対する状況については、同表を踏まえつつ、中央防災

会議の資料や、東京都防災会議における強震度地域のライフラインの被害想定状況

を踏まえて、検討ケースの設定に反映する必要がある。 
表 2－6 ライフラインの復旧状況の想定 

種 類 復旧の状況 備考 
上 水 上水の支障率（断水率）は発震直後は 45.3％であるが、2～3 日

目の制水弁締切作業により、被害箇所をネットワークから切り
離すため、支障率は 7.1％まで回復する。完全復旧は 31 日を要
する。優先復旧は特定の施設のみである。なお、山手線の東西
で地盤の関係から被害想定は異なるが、中央区の場合は山手線
東側（埋め立て、軟弱地盤）一律と考えてよい。 

45.3％断水は水
圧の状態による
ため、満遍なく
分布。7.1％断水
はエリアが限定
される。 

下 水 下水の支障率は 4.6％で、完全復旧には 16 日を要する。避難所
となる特定の施設について受取口までの耐震化を実施中で、中
央区内は 6 割の進捗率となっている。被災の確率は一律である。 

中央区は芝浦処
理区と砂町処理
区に分かれる。

電 力 想定震度では支障率は 15％程度であり、かつ、高層住宅は高圧
受電しているためさらに安全性が高い。なお、復旧は各戸の安
全確認をすることになるが、高層住宅は住宅戸数が多く復旧の
効率がよいことなどから復旧が早くなる可能性がある。 

受電形態から面
的変動は関係な
い。 

ガ ス 区部直下型では、二次災害防止のために供給ブロックの関係か
ら中央区全域の供給を止め、安全を確認できた地域から順次供
給再開する。供給停止全地域の完全復旧には 57 日がかかると見
込まれている。なお、現在では耐震化対策の進捗等から復旧が
早くなる可能性がある。また、復旧には各戸の安全確認を伴う
が、高層住宅は住宅戸数が多く復旧効率がよいことなどから復
旧がより早まる可能性がある。 

復旧は供給停止
したブロックを
細分化した上
で、被害の少な
いエリアから順
次行なう。 

電 話 電話は支障率は比較的低い。電気通信事業法に基づき重要回線
を確保する一方、一般回線の優先はないが、特設公衆電話、災
害用伝言ダイヤルや携帯電話の利用が期待できる。 

面的に確認する
必要はある。 
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２） 高層住宅側の被害状況の想定 
高層住宅側の建物、敷地内でのライフライン等の被害については、事例とアンケ

ート調査結果から得られた情報を踏まえると、考慮すべき点として次のことが整理

される。 
なお、エレベータについては、100％地震管制により停止し、保守会社による復

旧作業が行われることになる。 

 
表 2－7 高層住宅側の被害の状況の想定 

種 類 被害の状況 応急復旧の考え方 
上 水 ・ 建築設備耐震設計・施工指針 1982 に準拠したものの

被害は少ないことや、阪神大震災の事例は高層建築物
の割合が小さく、構造上も耐震性が高い高層住宅の給
水設備の耐震性はかなり高いと考えられる。 

・ しかしながら、他と比べると相対的に被害は受ける可
能性は高いと考えられる。 

・ なお、受水槽については緊急時の生活用水としての活
用が考えられる。 

給水設備が被害を受
け、上水道が健全であ
っても受水できない
ことを想定する必要
がある。 

下 水 ・ 建築設備耐震設計・施工指針 1982 に準拠したものの
被害は少ないことや、阪神大震災の事例は高層建築物
の割合が小さく、構造上も耐震性が高い高層住宅の排
水設備の耐震性はかなり高いと考えられる。 

・ しかしながら、他と比べると相対的に被害は受ける可
能性は高いと考えられる。 

排水設備が被害を受
け、下水道が健全であ
っても排水できない
ことを想定する必要
がある。 

電 力 ・ 電力の受電設備、配線については、給水設備、排水設
備と比較して被害を受ける可能性は低く、また、建築
設備耐震設計・施工指針 1982 に準拠したものの被害
は少ないこと、高層住宅で採用されている高圧受電施
設の耐震性は高いことなどを考えると、受電～配線は
他と比べて耐震性があると考えられる。 

・ なお、非常用発電機の容量は大きくなく、ほとんどが
12 時間以下であることから、緊急時の生活用の電力と
しては期待することは難しいと考えられる。 

基本的には健全であ
ると考えるのが妥当
である。 

ガ ス ・ ガス配管等の設備被害は、給水設備、排水設備と比較
してかなり低い。とくに、高層住宅のガス配管等の設
備の安全性は、基準によりきわめて高いものとなって
いる。 

・ なお、ガスの被害・復旧の検討は、各住戸まで含めて
おり、高層住宅側も含めた検討となっている。 

基本的には健全であ
ると考えるのが妥当
である。 

電 話 ・ 電話については、有線については電力と同じく、建物
内の耐震性は高いと考えられる。 

・ なお、高層階等においては、通常時でも携帯電話が一
部通話できない状況にある。 

基本的には健全であ
ると考えるのが妥当
である。 

エレベータ ・ 震度４以上で地震管制が働くため、ほぼ全てのエレベ
ータは停止する。保守要員の確保、現場へのアクセス
性により復旧は大きく異なるため、想定は困難。 

エレベータの復旧状
況の違いによる想定
をする必要がある。 
非常用エレベータを
優先的に復旧させる
ことは可能である。 
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（３）ライフライン等の耐震化と復旧に対する取組みについて 

これまで主に東京都防災会議、中央防災会議の資料に基づき被災想定および復旧

見通しについて整理したが、東京都の被災想定は平成 9 年に作成されており、その

後、施設の耐震化や復旧期に対する取組みが進んでいる。このような状況を踏まえ

て、ライフライン供給事業者等へのヒアリング等に基づいて、現時点におけるライ

フライン等の耐震化と復旧期に対する取組み状況の概略を整理したものが、表 2－8

である。 

 

表 2－8 耐震化と復旧期に対する取組みの状況 

 耐震化等 復旧期に対する取組み 

上 水 ･公道下の給水管は、鉛管からステンレス管への変

更がほぼ完了している。 
･配水管の継手部分の抜けに対応するため、東京都

では全て耐震継手（図2－8参照）にする方針で順

次変更している。 
･給水管の曲がり部には、波状管（図2－8参照）を

取り入れている。 

･都民の居住場所から概ね2kmの距離内に１箇所、

給水拠点を設けることを目標とし、この拠点から

2km以上離れている地域（空白地域）を解消する

ため、応急給水槽を建設している。 

･給水拠点に確保されている飲料水は一人１日3㍑

を約4週間 

･中央区の給水拠点は、晴海給水所、区立あかつき

公園、区立堀留児童公園である。 

･平常時、槽内の水は3日程度で入れ替わるよう循

環ポンプで運転。 

下 水 ･地震で被害を受けやすいマンホールと管きょの接

続部分を可とう性構造にする、管きょの耐震化を

進めている（非開削耐震化工法による（図2－8参

照））。 

･避難所、学校等の排水受入管きょの耐震整備を優

先し、中央区で約 6 割の整備が終了している（H17
年度中に約 7 割整備、受入枡までの接続は区が整

備）。 
･帰宅困難者用に仮設トイレ対応型マンホール、バ

キュームのし尿受入れ対応型マンホールの選定 

電 力 ･高層建築物はスポットネットワーク配電方式（図

2－8参照）による 22Kv の安定的な電源供給を行

っている。既存中央区高層住宅 35 棟のうち、22Kv
以上が 18 棟でそのうち 14 棟がスポットネットワ

ーク方式である。 

･全戸安全確認後復旧する体制整備（新潟中越地震

で実施）。 

ガ ス ･ガス導管延長の約 90％を占める低圧導管は「ガス

導管耐震設計指針」（日本ガス協会）に基づき設計

されている。 

･新設導管については、地盤変動の影響を吸収し、

地震による損傷を最小限にくい止めるため、ポリ

エチレン管の採用を推進している（図2－8参照）。

･超高層ビルにおいて、東京消防庁の指導指針にも

・供給区域を 101 のブロックに分割し、約 3,800
の地震計により、揺れが大きく被害の大きいブロ

ックを限定した供給停止が可能なシステムを導入

済み（図2－8参照）。 
・原則として復旧の容易な地域より作業着手し進捗

率の向上を図る。効率的な復旧作業計画策定を支

援するコンピューターシステムを導入。 
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とづく安全システムの設置や、ガス配管、ガス栓、

接続具、機器のすべてに耐震性のある設計と固定

を施す。 

・地震発生時には SI センサーによる地区ガバナの

自動遮断、遠隔遮断により発災後短時間で供給停

止を実施し、二次災害を防止する（図2－8参照）。

・東京都被害想定では中圧導管の軽微な被害を想定

していたが、その後の耐震化により、中圧被害の

可能性はほとんどなくなり、復旧の立ち上がりが

早くなる可能性が高く、中央防災会議ではその前

提で復旧想定がなされている。 

・復旧迅速化のためガス協会を通じた全国のガスス

会社間の相互応援体制が確立されている。 
・適宜、ガスの供給停止地域や復旧状況に関する情

報を報道機関やインターネット・ホームページを

通じて情報発信。 
・自治体等を通じてカセットコンロ提供などの被災

者支援の実施（図2－8参照）。 

電 話 ･広域避難場所（東京都が指定）と避難所（区・市

が指定）へ特設公衆電話を設置、行政からの要請

に基づき公衆電話BOX等（回線保留）から電話線

を接続して特設公衆電話を設置する。 

特災公電話設置済み避難所：約170箇所 

     設置済み回線数：約3300回線 

（出典：NTT東日本）

･地下管路接続部等の耐震対策、伸縮性のある新規

格管路設備への更改の推進。 

＜参考＞ 

･携帯電話の著しい普及（図2－8参照） 

･地震発生時直後、安否確認等を目的とする通信が

殺到し輻輳状況となる。新潟県中越地震（平成 16
年 10 月 23 日(土)17：56 頃発生）においては、固

定電話（通常の約 52 倍）、携帯電話（同約 45 倍）

ともに、つながりにくい状況であった（図2－8参

照）。 

･高度情報通信網の整備が推進されている中で、高

齢者等の安全性・利便性の確保や、在宅勤務、在

宅学習等の円滑な実現に向けて、住宅についても

適切な情報化（図2－8参照）を進めることが求め

られている。（超高速インターネット対応：住棟内

ＬＡＮ方式、高速インターネット対応：ＡＤＳＬ、

ＣＡＴＶ、ＶＤＳＬ方式） 

･災害用伝言ダイヤル 171 サービスの実施 
･一時避難場所に電話回線の取出し口の設置 
 

エレベータ ･1998 年度版昇降機耐震設計・施工指針に基づく耐

震化をしている（表2－10参照）。 
･昇降機耐震設計・施工指針の見直し等（図2－8参

照）。 

･非常用エレベータの優先復旧の検討 
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上 水  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

波状管 

耐震継手の例 出典：㈱クボタ HP(左図) 
    東京都水道局 HP(右図) 

出典：㈱日邦バルブ 
東京都用製品カタログ 

応急給水槽の構造 
出典：東京都水道局 HP
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下 水   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マンホール内での耐震工事 

出典：東京都下水道局 資料

震災時のトイレ機能の確保 

管きょの耐震化 
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電 力 スポットネットワーク配電方式：東京電力の変電所から引き出した、通常 3回線の 2万 2,000Ｖ配電線

路を建物側の変圧器(ネットワーク変圧器)に接続して常時供給する方式で、東京電力の配電線や建物側

の変圧器などの受電設備の１回線が故障しても、故障回線が自動的に切り離され、他の 2回線から継続

して受電できることから、停電しないなどすぐれた特長がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東京電力 ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ
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ガ ス  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

復旧期間における支援の例 

支援内容 兵庫県南部地震 新潟県中越地震

カセットコンロ配布 約 17 万台 1.9 万台

カセットボンベ配布 約 113 万本 9.2 万本 

出典：東京ガス 資料

PE 管 
●土中埋設部分に使用 

●ポリエチレン製 

●優れた耐食、耐震性 

出典：東京ガス HP

SI センサー 

出典：東京ガス ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ

SUPREMEの仕組み

溶接接合鋼管 
●露出部および埋設部に

使用 
●鋼製 
●優れた耐食、耐震性 

出典：ガス地震対策検討会報告書(1996)、

資源エネルギー庁 

阪神・淡路大震災での健全事例 
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電 話  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：NTT 東日本 資料
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出典：「テレコムデータブック 2005(TCA 編)」

(社)電気通信事業者協会 
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情報配線…将来を考えた住宅内ネットワークシステムを構築し、集約した出入口に情報用分電盤・スペ

ースを設け、各室に情報用コンセントを装備すること。情報用分電盤・スペースは、通信用機器（DSU、

TA、HUB など）や放送用機器（U/V ブースター・分配器など）で構成されている。情報用コンセント

は、通信系、放送系や電源のコンセントを１ケ所にまとめた器具。各部屋に LAN 配線で情報用コンセ

ントを設置すると、インターネットの同時使用やプリンターの共有が自由にできる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住宅情報化推進協議会 HP

出典：NTT 資料(上図) 

  ：総務省電気通信技術システム課(下図) 
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出典：(社)エレベータ協会 HP

機械室

昇降路

昇降機の構成主要部品

エレベータ エレベータ耐震クラス（1998 年度版昇降機耐震設計・施工指針） 

 耐震クラス S･･･必要最低限の安全性を確保するほか、昇降路内

機器及び機械室内機器の速やかな機能回復を

目的とするもの 

 耐震クラス A･･･必要最低限の安全性を確保するほか、昇降路内

機器の速やかな機能回復を目的とするもの 

 耐震クラスB･･･必要最低限の安全性を確保することを目的とす

るもの（標準クラス） 

  
注）耐震クラスは昇降機耐震設計・施工指針（1998）以降

設定されたもので、それ以前はない。 
 

 

 

 

 

 

エレベータの地震防災対策に関する対応方針(案) 基本的考え方 

国土交通省 社会資本整備審議会建築分科会 建築物等事故･災害対策部会(第三回) 

平成 17 年 10 月 28 日 

１．エレベータの耐震安全性の確保 

○ 地震時の安全性を確保するため、エレベータの構造について、震度５弱程度までは地震発生後も機

能を維持し支障なく安全に運転継続できることとする。（これにより、運転休止 (安全確認のために

最寄階に停止したまま再運転させないことをいう。) させる必要性及び閉じ込めを生じる可能性が

根本的に低減される。） 

○ また、震度５強以上では地震後の運転に支障が生じても人身に危害を及ぼすような故障･損傷を生

じないものとする。 

２．「地震時管制運転装置」の確実な作動 

○ 可能な限り閉じ込めが発生しないよう、初期微動の段階で作動して安全に最寄階に着床･停止しド

アを開放する「Ｐ波感知型地震時管制運転装置」の設置やドア開放検知による安全装置の改良の検

討等を推進する。 

３．早期救出･復旧体制の整備等 

○ 閉じ込めが生じた場合には、早期に救出できる体制整備等を図る。 

○ 運転休止した場合には、日常生活に不可欠な縦動線を速やかに確保する観点から、エレベータの安

全確認をして復旧できる体制整備等を図る。 

４．適時適切な情報提供 

○ 平常時における地震時のエレベータの運行方法等の情報提供、地震時の閉じ込めが生じた際におけ

るかご内や乗り場での適切な情報提供により、建物管理者や利用者の安全･安心を確保する。 
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（４）建築物の耐震性確保に対する取組みについて 

１） 耐震設計・施工指針の推移について 
「建築設備耐震設計・施工指針(1982 年)」は宮城県沖地震（1978 年）において、

構造躯体に重大な障害が発生しなかった建築物に、配管類の破断、エレベータの機

能障害による運行停止、屋上水槽の崩壊が生じたことを重視した建設省住宅局建築

指導課監修のもとに作成された。その後、1984 年に配管の耐震措置に追加がなされ

ている。また、1995 年の兵庫県南部地震（地震名称、地震被害については「阪神大

震災」という）では 1982 年の指針の有効性が確認されたが、さらに分部的な見直

しがなされ、耐震クラスの設定や水槽類の耐震性が強化された（表 2－9 参照）。そ

の後、2005 年にはＳＩ単位への移行が盛り込まれた改訂がなされている。 

 

表 2－ 9 建 築 設 備 耐 震 設 計 ・ 施 工 指 針 の 推 移  

指針 契機となった地震 指針の目標 主な内容 

建築設備耐震設計・施工指針 

1982 年版 

宮城県沖地震 

(1978 年、日本、M7.5)

・中地震時には建築設備の

損傷は全くないこと 

・大地震時においても建築

設備が建物から脱落した

り、転倒したりあるいは移

動しないこと、さらに早急

な機能回復が可能である

こと 

・設備機器への地震入力

（計算法の確定） 

・アンカーボルト，基礎の

設計法 

・配管の耐震措置 

・各部の設計例 

建築設備耐震設計・施工指針 

1984 年版 

― ― ・配管の耐震措置「基本的

考え方」を追加した。 

・配管の耐震措置に銅管

を追加した。 

建築設備耐震設計・施工指針 

1997 年版 

兵庫県南部地震 

(1995 年、日本、M7.2)

・建築設備の耐震性の目標

のレベルの幅の拡大 

・建築用途を考慮に入れて、

建築設備全体のバランス

のよい耐震設計・施工の方

法を示す 

・耐震クラスの設定（2 ク

ラスから S,A,B の 3 クラ

ス導入） 

・水槽類の耐震性強化 

建築設備耐震設計・施工指針 

2005 年版 

― ・使用単位系を重力単位系

から国際単位系の SI 単位

に統一 

・最新の技術的知見（資料

等）の追加 

・SI 単位への変更 

・関連資料、法規の追加 

参考）マンションと地震（2005 年 9 月、JASO） 
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表 2－10 昇降機耐震設計・施工指針の推移 

指針名称 耐震設計基準 契機となった地震 耐震対策 

昇降機防災対策標準（社団法人

日本エレベータ協会標準） 

(1972 年) 

旧耐震基準 サンフェルナンド地震 

(1971 年、米国、M6.4) 

・かごやおもりのレールからの外れ

防止 

・巻上機や制御盤の倒れ防止 

・地震発生時のエレベータ運転方法 

昇降機耐震設計・施工指針 

(1981 年 3 月) 

新耐震基準 宮城県沖地震 

(1978 年、日本、M7.5) 

・つり合おもりのレール外れ 

・機械の転倒 

・ロープの引っ掛り 

昇降機耐震設計・施工指針 

(1998 年 4 月) 

新新耐震基準 兵庫県南部地震 

(1995 年、日本、M7.2) 

・「昇降機耐震設計・施工指針」(1981

年)の有効性の確認 

・耐震クラス S・A・B の導入 

・つり合おもりのブロック脱落防止 

 

表 2－11 設計標準水平震度係数 Ks 

（ａ）1984 年版 

Ks(1984 年版) 重要度の高い機器 通常の機器 

最上階 1.5（2.0） 1.0 

2 階以上 1.0（1.3） 0.6 

地階、及び 1 階 0.6 0.4 

注) 

(  )内の数値は重要性の高い防振設置機

器の場合を示す。 

（ｂ）1997 年版 

耐震クラス 
Ks(1997 年版) 

Ｓクラス Ａクラス Ｂクラス 

上層階、屋上階、塔屋 2.0 1.5 1.0 

中間層 1.5 1.0 0.6 

地階、及び 1 階 1.0（1.5） 0.6（1.0） 0.4（0.6）

注) 

(  )内の数値は地階、及び 1 階(地表)に設

置する水槽の場合に適用する。防振装置を

付した機器はＡクラスまたはＳクラスと

する。 

上層階の定義：2～6 階建て＝最上階、7～9 階建て＝上 2 層階、10～12 階建て＝上 3 層階、13 階建て以上＝4 層階

中間階の定義：地階、1 階を除く各階で上層階に該当しない階 
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表 2－12 機能上のグレード分類と建築物の用途（例） 

耐震安全性の機能上の分類 分類 建築物の用途(例) 

Ｓグレード 災害応急対策活動等に必要な施

設及び人命・物品の安全性確保が

特に必要な施設等 

1) 消防・警察・特定病院及び特定の行政

機関等の公共施設 

2) 危険物等保管処理施設 

3) 社会的に影響の大きい超高層ビル等 

4) インフラ・ライフライン等供給・処理

施設 

5) 民間企業の特定する中枢施設 

Ａグレード 

つぎの 1)、2)がある。 

1) 機能確保を必要とした場合を

「Ａグレード－ａ」とする 

2) 機能確保を必要としない場合

を「Ａグレード－ｂ」とする 

上記以外の災害応急対策活動等

に必要な施設及び人命・物品の安

全性能確保が必要な施設等 

1) Ｂグレードよりグレードアップを必

要とする特定された公共施設 

2) 病院等医療施設 

3) 情報・金融等社会的に重要な機能を持

つ施設 

4) 重要な文化施設等 

5) 機能確保を必要とする特定の施設等 

Ｂグレード その他 1) 一般の特定しない官公庁施設 

2) 一般の建築物 

引用：「耐震総合安全性指針（案）」(2005 年 1 月、JASO) 

 

注）表 2-11 の「建築設備耐震設計・施工指針(1997 年)」における耐震クラス（S、A、B クラス）

と表 2-12 の「耐震総合安全性指針（案）」の耐震安全性の機能上の分類（S、A、B グレード）につ

いては、基本的には震度の大きさに対応した類似の概念であるが、統一されたものではない。例示

的にいえば、「クラス」が設備機器単体の転倒、脱落等に対する強度を表すのに対し、「グレード」

はシステムとしての機能の健全性を表していると解される。なお、「官庁施設の総合耐震計画基準

及び同解説（平成８年版）」によれば、耐震安全性の分類（構造体）として「Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ類」に分

類され、対象施設が指定されている。 
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図 2－9 新耐震基準の前後における被害発生率（阪神大震災） 

出典：「マンションと地震」～こうすれば安心～

（2005 年 9 月、JASO）
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２） 建築設備耐震設計・施工指針と阪神大震災 
－「阪神大震災による設備システム関連の被害実態と評価（平成 8 年 1 月）」より抜粋－ 

 

建築設備関連３団体現地支部（㈳空気調和・衛生工学会近畿支部，㈳建築設備技

術者協会近畿支部，㈳電気設備学会関西支部）による報告書「阪神大震災による設

備システム関連の被害実態と評価（平成８年１月）」には、データとともに建築設

備について被害状況についての解説がされおり、建築設備耐震設計・施工指針の効

果について述べられている。以下にその抜粋を示す。 

 

ⅰ)衛生設備について 

衛生設備全般に、構造新耐震基準が制定された 1981 年以降の方が、1980 年以前

に比べ機能障害発生率は減っており、構造新耐震基準その後の建築設備耐震指針の

成果があらわれているとみてよいだろう。しかし、給水設備（1980 年以前 68.3％、

1981 年以降 47.1％）、排水設備（1980 年以前 57.5％、1981 年以降 43.8％）は、1980

年以前、以降にかかわらず機能障害発生率は大きく、衛生設備の機能障害の中心で

ある。 

①給水設備 

配管部位では、給水管接続部（20.0％）、給水管引込部（14.9％）、給水管本体

（12.6％）に被害が多く、切断、破損、亀裂、漏水が主要被害形態であり、給水管

引込部においては、これに沈下が加わる。給水設備機器の２大被害は、高架水槽

（19.5％）、受水槽（16.8％）であり、水槽の被害が多かった。高架水槽では破損、

亀裂が多く、受水槽の亀裂、漏水にくらべて被害の程度が大きかったものと思われ

る。 

②排水設備 

排水設備では、排水桝（31.7％）の被害が一番大きく、次に、排水管引込部

（19.0％）、排水管接続部（14.4％）、排水管本体（10.6％）に被害が多い。排水桝、

排水管引込部位では、沈下による被害が一番大きく、地盤被害の影響を大きく受け

ている。衛生器具（13.7％）の被害実態では、破損が多い。 

③高架水槽、受水槽の被害 

高架水槽、受水槽が被害により保水できなくなると、給水設備全体が機能しな

くなり、日常生活への影響はもとより、病院等重要施設においては、施設の本来の

機能が発揮できなくなる。1981 年以降竣工のものが、1980 年以前竣工のものにく

らべて被害が減っており、（受水槽：26.98％⇒18.43％、高架水槽：43.42％⇒

17.29％）建築設備耐震指針の成果がうかがえるが、なお被害が多い。 
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ⅱ)電気設備について 

①電気機器 

電気設備機器の被害では照明器具が一番多く、電気設備として調査した 162 の

建物の内 74％の建物で被害がおきている。照明器具の被害はビル機能としては、

大きな障害にはならないが、被害形態は、落下が 47％と照明器具被害の大半を占

め、２次災害が心配される被害である。次に多いのが重量物である変圧器の被害で、

40％の建物で被害があった。被害の形態は固定に起因する転倒・移動が変圧器の被

害の中で 65％を占めている。変圧器が被害を受ければ、全館停電になり、建物の

機能が麻痺する可能性が大きく、電気設備では耐震対策が一番必要な機器である。

次に被害率の大きいのはスピーカが27％の建物で、配電盤が20％、感知器が20％、

制御盤が 15％の順になっている。 

②配線及び引き込み 

配管、ケーブルラック、及びバスダクトの中で、配管は柔軟性が少ないためか、

配管の被害がおきている。被害形態は配管の被害の内、破損が 37％を、移動が 20％、

切断、落下、変形が各 9％を占めている。ケーブルラックは 15％の建物で被害がお

きており、45％が移動、22％が落下になっていて、天井からの支持材が破損したも

のと推測される。母線の被害は 11％の建物で発生していて、被害の内訳は 30％が

破損、25％が変形、15％が移動であり、変圧器や配電盤の揺れにより母線が被害を

受けたと思われる。バスダクトの被害は 5％の建物でおきている。内、変形が 23％、

移動、破損、断線が各 15％となっている。電力の引き込みは 10％の建物で被害が

起きている。ほとんどの項目について、1980 年以前竣工に比べると 1981 年以降竣

工の被害は少なくなっている。 
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2.3 検討対象とするライフライン等復旧状況の設定 

（１）検討対象時期の設定 

東京都防災計画では、初動期応急復旧活動の内容を下表のとおり整理している。 

 
表 2－13  初動期応急･復旧活動（東京都防災計画 , H15） 

フェーズ 応急・復旧活動 
発災前 災害予報の発表・伝達、津波情報の収集伝達 
～3 時間 職員の参集、災害対策本部の設置、被害情報の収集、都民への広報、放送・報道

要請、自衛隊への派遣要請、消防活動、危険物施設等の応急措置、水防活動、避
難誘導、警備活動、交通規制、救助･救急活動、医療情報の収集伝達 

～6 時間 避難所の設置、医療救護班の派遣、医薬品・医療資材の確保 
～12 時間 相互応援要請、緊急道路障害物除去等、輸送車両の確保、負傷者等の搬送、保健

活動 
～24 時間 災害救助法の適用、ライフライン施設の応急・復旧対策、公共施設等の応急･復旧

対策 
～48 時間 備蓄品の供給、帰宅困難者の代替輸送の実施 
～72 時間 生活必需品の供給、被災者の生活相談 
72 時間～ 炊き出し、遺体の取り扱い等、ごみ・し尿・がれき処理、応急住宅対策、教育・

金融・労務対策、災害弔慰金等の支給・災害援護資金の貸付等、義援金の分配、
激甚災害の指定 

出典）「東京都地域防災計画」（平成 15 年、東京都防災会議） 

 

また、内閣府の中央防災会議では、図 2－10 のようなフェーズに分けている。 
①初動体制の確立期    ：発災～１時間 
②即時対応期（救命中心） ：～２４時間 
③緊急対応期（救援・支援）：～７２時間 
④応急対応期（生活の安定）：７２時間以降～１週間 

 
今回の検討においては、まず、ライフライン等が復旧されていく状況において、

高層住宅の住戸内にて通常に近い生活を確保できるようにするという視点から対

策を検討していくことを考えると、4 日目以降（72 時間目以降）１週間までの応急

対応期を検討対象時期として設定することが考えられる。 
一方、発災後２～３日目については、ライフライン等が被害を受けた場合の復旧

作業は困難であり、住民一人ひとりあるいは高層住宅の住民全員で生命、生活を確

保していく必要がある時期であると考えられることから、この緊急対応期について

も検討対象時期として設定することとする。 



巻末資料１９ 人命・生活分野における首都直下地震時の緊急対策活動目標（東京湾北部地震（18時風速 3m/s）発災パターン）
●   ：想定状況 ○   ：発災時間経過に伴う対応活動目標

初動体制の確立期 即時対応期（救命中心） 緊急対応期（救援・支援） 応急対応期（生活の安定）活動
項目 発災 １時間後 24時間後 72時間後 1週間後

防災体
制の確
立

○緊急参集チーム参集開始（一部要員搬送活動） 
○緊急災害対策本部設置、災害緊急事態布告          ○現地災害対策本部の設置 

○官邸対策室の設置（官邸危機管理センター）(例)対策本部事務局に移行 
○消防、警察の援助隊出動準備、漸次出動 ○広域支援部隊ほぼ参集  
○海上保安庁の動員勢力の出動準備、漸次出動 

       ○自衛隊への派遣要請 
            

情 報 収
集

○気象庁観測震度情報等伝達  
 ○ＥＥＳ被害を推計、情報先遣チームの派遣 
  ○各機関情報収集開始   
   ○情報収集ヘリ画像伝送開始                                       
 ○政府調査団ヘリコプター視察 

避 難 誘
導
収容

   ●延焼火災等に対する一時避難、家屋倒壊等による避難開始                 ●避難所避難者の発生（1日後で約 400万人） （４日後で約 330万人） 
 
 ○避難所における毛布、食糧等の提供開始 
●交通途絶による大量の帰宅困難者の発生 

 ○帰宅困難者の自力帰宅支援 ○広域避難収容の実施                                                   ○帰宅困難者の搬送 

捜索・救
助

 ●建物倒壊等による自力脱出困難者数の発生（約 43,000人） ●生存救出率低下  
  ○要救助個所の覚知・現場部隊による救助開始（消、警、自、海）         ○本格的救助活動 ○救助困難個所等で救助継続 
   ○緊急消防援助隊、広域緊急援助隊（警）の出動開始 
                ○自衛隊広域派遣開始 
                                                ○外国からの救援受入態勢完了  ○外国からの救援受け入れ     ○外国からの本格的救援活動 

搬送

 ●重傷者発生（約 28,000人） 
   ○現地救急部隊、民間による負傷者搬送  
           ○車両による後方医療機関への転送開始 
   ○ヘリコプター搬送調整開始  ○ヘリコプター等による後方医療機関への転送開始（夜間は活動休止） 

救急・医
療活動

３次
医療

 ●被災地内医療機関需要発生（負傷者約 18万人、そのうち重傷者約 28,000人） 
   ○被災地内医療機関による医療活動開始 

○広域応援要請 ○救護所開設・医療救護活動開始・医療班受入れ 
 

       ○医療班派遣準備 ○医療班搬入 
○後方医療機関における医療活動開始  

消 火 活
動

 ●火災同時多発（炎上出火数約 1,300件(例)残出火数約 1,100件）                                  ●火災延焼（約 29万棟）              ●ほぼ火災鎮圧 
（○住民等による初期消火 ○延焼地区避難開始） ●広域避難場所で避難者急増 
  ○火災の覚知・現場部隊による消火開始 

○広域応援要請 
 

   ○緊急消防援助隊出動、各府県応援隊出動 ○応援部隊到着 

交通規
制

 ●交通支障個所が多数発生    ●交通渋滞の発生 ●救援車両等の大量流入 ●緊急交通の安定化 
  ○現地警察部隊による交通規制開始 

○広域支援部隊漸次到着・活動開始 
  ○海上保安庁出動      ○船舶交通安全の確保 

道路啓
開

 ●道路被害・周辺建物の倒壊による障害個所の発生 ●主要幹線の暫定通行確保●順次、通行可能な路線を確保  
 
  ○緊急点検                  ○啓開作業の開始               ○漸次啓開から復旧段階に移行 

緊 急 輸
送
（道路、
鉄道、港
湾 、 空
港）

緊急輸
送

 ○第 1段階（救助・救急、医療活動の従事者、政府要員、負傷者等                
○後方輸送準備開始 ○第 2段階（食料・水等、輸送施設の応急復旧要員等） 

○後方輸送準備 ○第 3段階（生活必需品、復旧要員、資機材） 

上水道
 ●断水発生（約 1100万人（約 450万軒））                                            ●断水（2日目 約 860万人）                   ●断水（４日目 約 300万人） 
   ○人命に関わる重要施設（３次医療機関等）の上水道供給は機能継続 
   ○復旧要員参集       ○被害調査開始                                ○被害状況把握 ○復旧作業開始（バルブの閉止）                   ○本格復旧作業（応急復旧） 

下水道  ●支障発生（約 45万人）                                                    ●支障（2日目 約 41万人）                    ●支障（４日目 約 33万人） 
   ○復旧要員参集       ○被害調査開始                                ○被害状況把握 ○復旧作業開始（応急復旧） 

電力

 ●停電発生（約 160万軒）                                                   ●停電（2日目 約 130万軒）                   ●停電（４日目 約 68万軒） 
   ○人命に関わる重要施設（３次医療機関等）の電力供給は機能継続 
   ○配電線自動復旧システム作動、被災変電所系統切替 
   ○復旧要員参集       ○被害調査開始                                ○被害状況把握 ○復旧作業開始（配電施設の応急復旧） 

通信

 ●不通発生（約 110万回線）                                                  ●不通（2日目 約 100万回線）                  ●不通（４日目 約 93万回線） 
   ○人命に関わる重要施設（３次医療機関等）の通信は機能継続 
                ○応急通信環境確保（街頭臨時電話機の設置、重要施設通信の応急確保等） 
   ○復旧要員参集       ○被害調査開始                                ○被害状況把握 ○復旧作業開始 

ラ イ フ
ラ イ ン
確保

ガス
 ●供給停止（約 120万軒）                                                   ●供給停止（2日目 約 120万軒）                 ●供給停止（４日目 約 120万人） 
   ○ブロックの閉止（原則 60kine以上） 
   ○復旧要員参集       ○被害調査開始                                ○被害状況把握 ○復旧作業開始（被災管の交換） 
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出典)「首都直下地震対策専門調査会報告(案)」
(平成１７年７月　中央防災会議)図2－ 10　中央防災会議における緊急対策活動目標
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（２）検討対象状況の設定 

検討対象状況については、中央区のこれまでの防災計画および東京都防災会議、

中央防災会議の既存資料等に倣って想定する。 
震災後のフェーズは発災後２～３日目の緊急対応期と 4 日目以降の応急対応期に

分けられるが、既存資料等に基づけば、それぞれのフェーズにおける中央区内のラ

イフライン等の復旧状況は表 2－14 のとおり整理できる。 
なお、東京都防災計画の策定以降も、ライフライン等の耐震性向上が図られて、

復旧体制の整備も進んできており、また、各種設計指針等の充実などにより建築物

の耐震性能の向上も図られている。したがって、既存資料等に比べて被害や復旧の

状況は改善されていることが期待できる。 

 
表 2－14 中央区におけるライフライン等の復旧状況の想定 

種類 Ⅰ－緊急対応期 
（発災後２～３日目）

Ⅱ－応急対応期 
（発災後４日目以降）

備考 

上 水 断水している可能性が
高い。また、住宅内の給
水施設が被害を受けて
いる可能性もある。 

断水したままの可能性
がある。また、住宅内の
給水施設が被害を受け、
復旧していない可能性
もある。 

・3 日目まで断水（45％）
・4 日目以降断水（7.1％）

下 水 被害は受けても疎通に
支障はない。しかし、住
宅内の排水施設が被害
を受けている可能性も
ある。 

被害は受けても疎通に
支障はない。しかし、ま
た、住宅内の排水施設が
被害を受け、復旧してい
ない可能性もある。 

 

電 力 高層住宅でも停電して
いる可能性を考慮する
必要がある。 

高層住宅は全て復旧し
ている。 

 

ガ ス 安全確認のため供給停
止している。 

中央区全域では復旧し
ていない可能性が高い。

 

電 話 通話が極めて困難な状
態である。 

復旧している。  

エレベータ 停止している。 順次復旧作業が行われ
ている。 

 

 




